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１．研 究 目 的 

福祉サービスの提供においては社会福祉基礎構造改革以降、事業所はサービスの質の向

上に努めることが求められて久しいが、利用者に対するサービスの質の向上を図るにあた

り、実際にその質を測定しながら提供サービスを決めている事業所は少ないであろう。

本研究では、利用者個々へ提供するサービス内容を示す「個別支援計画書」の内容が適

切で、その内容に基づいた支援を提供することによって利用者に生活機能の変化を与え、

これらが連動してサイクルとなることにより質の良いサービスにつながるという仮説をた

てている。この仮説を支援するツールとして、個別支援計画に基づく支援を行った後に利

用者の生活機能の状態を評価し、変化を確認した後にまた次の個別支援計画の内容を検討

するためのシステムを開発した。すなわち、事業所において支援の評価結果と連動した個

別支援計画を作成するための検討システムである。本研究では、このシステムの有効性を

試行調査により検討することを目的とする。

２．研究の視点および方法 

サービスの質を測る指標については、高齢分野では政策上でも科学的介護情報システム

（LIFE）がアウトカム評価として導入され、介護報酬に反映するしくみとして活用されて

いる。障害分野では令和 6 年度障害福祉サービス等報酬改定で、自立訓練において社会生

活自立度評価指標（SIM）を活用した評価を加算として反映するしくみが導入された。訓練

系サービスでの評価活用が望まれており、当該事業種別の対象者数を鑑みると、全人的と

はいかないまでも対象の適用範囲がさらに広い評価指標が求められるところである。 

プログラム評価のインパクト理論では、アウトカムには近位と遠位という考え方がある。

近位のアウトカムは利用者個々に異なるものと考えられる一方、遠位のアウトカムは福祉

サービスの成果とは最終的に何かという問いにつながるものと考えられる。それは、福祉

サービスの担い手であるソーシャルワーカーのグローバル定義にあるとおり、福祉施設が

目的とする支援は利用者のウェルビーイング（well-being）を高めることであるといえよ

う。そしてこのウェルビーイングの測定について、アマルティア・センは「福祉（well-being）

は‘機能’を用いて評価する」*1 と述べている。この「機能」は国際生活機能分類（ICF）

により整理され、 ICF に準拠した評価指標として WHO（世界保健機構）が開発した

WHODAS2.0*2 がある。WHODAS2.0 は 6 つの領域（1.理解と意思の疎通、2.運動機能、3.自己

管理、4.人付き合い、5.日常の活動、6.社会参加）に分類されているが、近位のアウトカ
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ムとなる個々人の生活機能評価と、機能の集合体として遠位のアウトカムである人として

の健康および障害の状況が評価できる WHODAS2.0 は、支援による生活機能の変化を測定す

る指標として適当であると考えた。ゆえに検討システムにおいては、人の生活機能の評価

指標として WHODAS2.0 を用いることとし、6 領域各々の評価結果を鑑みながら、重点をお

くべき支援の領域を検討できるようにした。重点をおくべき支援もどの程度重点をおくか

意識化できるよう、その段階を「1.最重点目標」「2.重要目標」「3.目標化」「4.補足目標」

「5.対象外」の 5 段階とした。この「個別支援計画検討システム」を使って、利用者の生

活機能の状態を WHODAS2.0 で評価し、その評価結果の変化をふまえて次に支援目標化すべ

き領域を支援者間で検討していくことにより、さらなるサービスの質の向上につなげるこ

とを目標としている。今回は、評価指標が該当しやすいと考えられる障害福祉サービスの

生活介護事業所における検討システム試行調査結果を報告する。 

３．倫理的配慮 

試行調査の実施に際しては、立教大学コミュニティ福祉学部倫理委員会（承認番号：

KOMI22004A）の承認を得たうえで実施した｡また日本社会福祉学会研究倫理規定および研究

ガイドラインを遵守して行った。演題発表に関連し、発表者らに開示すべき COI 状態はな

い。共同研究者にも発表承諾を得ている。 

４．研 究 結 果 

 試行調査は、障害福祉サービス生活介護 2 事業所にて 5 名の利用者（A 事業所 2 名、B

事業所 3 名）を対象とした。各利用者の WHODAS2.0 評価を職員代理で行い、一つの検

討シート上に示されたレーダーチャート等の評価結果と、6 領域に分類された現在の個別

支援計画のデータを比較して、今後の支援計画に関して職員間で検討することができた。

検討によって、WHODAS2.0 の評価結果の状態が困難な領域だから支援目標化するという

ことが、必ずしも適切とは言えないのではないかという気付きも職員からあった。 

５．考 察 

 「個別支援計画検討システム」は、支援計画の内容と WHODAS2.0 の評価結果を入力す

れば自動的に支援方法や具体的な目標が示されるものではない。評価＝事実特定+価値判

断*3 と示されるが、評価結果にはデータの意味づけすなわち価値判断が必要であり、どの

領域に力を入れて支援すべきか、支援者が集まり検討を行うことが必要である。あくまで、

サービスの質を向上させる支援について考えるサポートツールであることを認識して使用

した時に、有効性を発揮するシステムであると考える。一方、個別支援計画作成への本人

参加が求められている中で、本人評価や意向の収集の検討も求められている。 

本研究は JSPS 科研費 JP21K01982 の助成を受けて行った。 
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